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研究要旨 2030 年、我が国はどの国も経験したことのない高齢者の急増が進
むだけでなく、未婚や離別による単身世帯の急増によって極めて多くの中高
年の単身者が、都市部にあふれる時代が来ると言われている。これまで行っ
た調査で、当院の救命救急センターに搬送される自殺企図患者のうち、既遂
例の 17%、未遂例の 8%が認知症であり、当院精神科救急合併症入院病棟に入
院となった患者の 9%程度が認知症の診断を有していた。今後、本邦では認知
症患者が急増し、急性期病院から一般療養病院への移行や、病院から在宅へ
の移行が困難になっていくことが指摘されている。しかし、身体疾患重症度
が極めて高い認知症患者が、急性期病院のどの過程で在宅移行の支障となっ
ているかを把握した研究はない。そこで、全国の救命救急センターや精神科
救急に搬送され入院する重症身体疾患に併発した認知症患者の急性期病院で
の動向について把握することを目的に本研究を実施した。 

 
 
A．研究目的 
 今後、本邦では認知症患者が急増し、急性
期病院から一般療養病院への移行や、病院か
ら在宅への移行が困難になっていくことが指
摘されているが、身体疾患重症度が極めて高
い認知症患者が、急性期病院のどの過程で在
宅移行の支障となっているかを把握した研究
はない。そこで、全国の総合病院において救
命救急センターおよび精神科救急に搬送され
入院した重症身体疾患に併発した認知症患の
動向について把握することを目的に本研究を
実施した。 
 
 
B．研究方法 
 高度救命救急センターが存在する、もしく
は精神科救急を行っている総合病院 18 施設
に対して認知症患者の救命救急センターへの
搬送状況(全例入院もしくは死亡)について郵
送にて調査を施行した。 
 
（倫理面への配慮） 
 個人が特定されないような個人 ID とは異
なる連結不可能な乱数 ID にて第三者が情報
を管理した。本研究は当院倫理委員会の承認
を得ている。 

C．研究結果 
  65 歳以上の搬送者の 48%に認知症の可能
性があると診断され、呼吸不全が原因での
搬送が 4割を占めた。また自殺企図者の 52%
がレビー小体型認知症であった。 

 
 
D．考察 

  65 歳以上の認知症患者は人口の 10.2%と
推定されるため、救命救急センターや精神
科救急に搬送される 65歳以上のうち 48%が
認知症の可能性があることは注目するべき
割合である。搬送患者は、入院が必要な身
体疾患を発症しているか増悪していること
が大多数である。日中の適切な受診が得ら
れていないことや、自覚症状に乏しくバイ
タルに問題が生じたショックなどの状態で
搬送になっている症例が多いことが推察さ
れる。認知症の可能性がある患者が身体疾
患に罹患している場合や、通院中の認知症
患者の場合訴えにくい自覚症状の確認や、
バイタルサインの把握がより重要になると
思われる。 

 
 
 



  

E．結論 
 身体的重症度が高く、救命センターや精神
科救急に搬送される 65 歳以上の高齢者の中
には半数近い認知症患者がいることが想定さ
れる。これらの認知症患者は、病態が重症化
し、入院期間が長くなる可能性が高く外来通
院中からの自覚症状の把握とバイタルサイン
の確認が重要であると思われた。 
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